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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。 

  

回次 第91期中 第92期中 第93期中 第91期 第92期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 65,660 60,967 62,141 135,020 130,400

経常利益 (百万円) 3,610 3,365 3,672 8,320 9,705

中間(当期)純利益 (百万円) 1,804 1,403 1,525 4,183 4,467

純資産額 (百万円) 87,437 91,378 92,413 91,774 93,062

総資産額 (百万円) 167,253 170,915 173,471 173,295 172,727

１株当たり純資産額 (円) 453.91 484.14 505.60 483.12 500.56

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 9.32 7.40 8.23 21.45 23.41

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 52.3 53.5 53.3 53.0 53.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 7,801 2,468 3,086 19,756 12,437

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △2,383 △5,671 △5,555 △3,611 △9,592

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △7,676 1,859 1,641 △15,972 △4,067

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 5,203 5,825 5,150 7,584 6,001

従業員数 (名) 3,948 3,880 3,806 3,866 3,793



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第91期の１株当たり年間配当額８円には、創立60周年記念配当２円を含んでおります。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。 

  

回次 第91期中 第92期中 第93期中 第91期 第92期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 41,691 38,164 39,268 83,644 80,202

経常利益 (百万円) 2,700 2,501 3,097 5,670 6,431

中間(当期)純利益 (百万円) 1,401 1,020 1,544 3,003 3,167

資本金 (百万円) 12,460 12,460 12,460 12,460 12,460

発行済株式総数 (千株) 194,601 190,533 190,533 190,533 190,533

純資産額 (百万円) 84,541 86,981 86,793 88,080 87,915

総資産額 (百万円) 133,303 135,801 138,717 136,323 136,999

１株当たり純資産額 (円) 438.05 459.95 472.75 462.85 469.43

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 7.22 5.37 8.30 15.37 16.52

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) ― 3.00 4.00 8.00 8.00

自己資本比率 (％) 63.4 64.0 62.6 64.6 64.2

従業員数 (名) 1,474 1,415 1,395 1,441 1,386



２ 【事業の内容】 

事業区分の変更 

従来、樹脂製品事業に含めておりました加古川プラスチックス㈱について、当期を初年度とする「新中期経営計

画Big Jump」(略称：「中計BJ」)の指針をセグメント情報に適切に反映させるため、機能製品事業として区分する

ことに変更いたしました。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。なお、平成17年10月１日に以下のとおり社

名を変更しております。 

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員数であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員数であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社の労働組合はクレハ労働組合(平成17年10月１日に呉羽化学労働組合から名称変更)と称し、日本化学エネル

ギー産業労働組合連合会(JEC連合)に加盟しております。平成17年９月30日現在の総組合員数は1,175人で、労使関

係については特記すべき事項はありません。 

なお、一部の関係会社の労働組合と呉羽関係労働組合協議会を組織しております。 
  

変更前 変更後

呉羽合繊㈱ クレハ合繊㈱ 

呉羽興産㈱ クレハサービス㈱

呉羽プラスチックス㈱ クレハプラスチックス㈱

呉羽テクノエンジ㈱ ㈱クレハエンジニアリング

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

機能製品事業 565 

化学製品事業 399 

樹脂製品事業 1,169 

その他事業 1,326 

全社 347 

合計 3,806 

従業員数(名) 1,395 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間期のわが国経済は、企業の自助努力である構造改革等による業績改善を背景に、輸出・設備投資主導の景気

回復に加えて個人消費にも底堅さがみられつつあり、又、IT(情報技術)産業における在庫調整が進みつつありました

が、原燃料価格高騰を容易に製品価格転嫁へ結び付けられる環境には至りませんでした。 

化学工業におきましても、中国向けを中心として輸出環境は比較的良好であり、原油価格高騰のなかで素材関連製

品の需給逼迫及びそれに伴う製品価格上昇はみられましたが、バリュー・チェーン(価値連鎖)における位置付けによ

って原燃料価格高騰の製品価格転嫁の浸透に二極化が進行し、内部合理化努力を加速しつつも、影響が徐々に企業業

績へ及んでまいりました。 

当社及びグループ各社はこのような状況のもとで、当期を初年度とする「新中期経営計画Big Jump」(略称：「中計

BJ」)に沿って、事業ポートフォリオの継続的見直しと集中事業への重点的資源投入により、定量計画・重点経営課題

に取り組みました。この結果、当中間期の売上高は前年同期比1.9％増の621億４千１百万円、営業利益は前年同期比

2.0％増の36億９千３百万円、経常利益は前年同期比9.1％増の36億７千２百万円となりました。 

中間純利益につきましては、前々期に着手した「物流最適化プロジェクト」が仕上げ段階に入り、受注・出荷業務

の統合・合理化を達成すると共に、特別損失として物流在庫の抜本的見直し等に伴う構造改革費用引当金繰入５億６

千万円を、固定資産除却売却損６億４百万円等と合わせて計上した結果、前年同期比8.7％増の15億２千５百万円とな

りました。 

  

① 事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

  

  

  

売上高 営業利益

当中間期 
(百万円) 

前中間期 
(百万円) 

増減
(百万円) 

当中間期
(百万円) 

前中間期
(百万円) 

増減 
(百万円) 

機能製品事業 14,999 12,476 2,522 1,646 1,646 △0

化学製品事業 14,960 14,164 796 2,122 1,670 452

樹脂製品事業 21,964 24,410 △2,446 △215 △57 △157

その他事業 10,217 9,916 301 423 457 △33

消去 ― ― ― △283 △94 △188

連結合計 62,141 60,967 1,173 3,693 3,621 72



機能製品事業 

機能樹脂のうち、PPS樹脂は自動車用途及び電気・電子素材用途の需要拡大によりフル操業が続いており、米国

におけるPPS樹脂の合弁事業も好調に推移し、売上げ、営業利益共に前年同期に比べ増加いたしました。 

ふっ化ビニリデン樹脂は工業用素材用途の、機能性コンパウンドは電子材料用途の、それぞれ需要拡大により

売上げは増加いたしましたが、設備及び開発に係る投資負担が大きく、又、電池材料及び光学材料は競争激化に

より売上げが減少し、これら製品の営業利益は前年同期に比べ減少いたしました。 

炭素製品のうち、球状活性炭については輸出が堅調であり、炭素繊維については熱処理炉用断熱材用途の需要

拡大に加えて海外生産による加工費低減が進み、売上げ、営業利益共に前年同期に比べ増加いたしました。 

又、当期より電気・電子素材用途向けの金属蒸着フィルム製造子会社のセグメント区分を機能製品事業に変更

したため、前年同期に比べ売上げは増加いたしましたが、需要先の在庫調整により営業利益への影響は軽微に留

まりました。 

この結果、本セグメントの売上高は前年同期比20.2％増の149億９千９百万円となりましたが、営業利益は前年

同期並みの16億４千６百万円となりました。 

  

化学製品事業 

医薬・農薬分野では、慢性腎不全用剤「クレメジン」、抗悪性腫瘍剤「クレスチン」はほぼ計画どおりに推移

し、農業用殺菌剤「メトコナゾール」は販売価格低下があったものの、世界的な需要拡大が続き、この分野の営

業利益は増加いたしました。 

工業薬品分野では、か性ソーダ・塩酸等は販売価格適正化の追加策に対して、さらなる原燃料価格高騰により

その効果が相殺されたものの、クロルベンゼン類は家庭用防虫剤用途向け需要が減少するなかで、立ち遅れてい

た原燃料価格高騰の製品価格転嫁が追い付いてきて、この分野の営業利益は増加いたしました。 

この結果、本セグメントの売上高は前年同期比5.6％増の149億６千万円となり、営業利益は前年同期比27.1％

増の21億２千２百万円となりました。 

  

樹脂製品事業 

業務用食品包装材分野では、塩化ビニリデン・フィルム、熱収縮多層フィルム、非収縮多層フィルム、多層ボ

トルの売上げは減少となり、ハイバリヤー・ラミネート基材「ベセーラ」の売上げは微増となりましたが、欧州

子会社の不振も加わって、この分野の営業利益は前年同期に比べ減少いたしました。 

コンシューマー・グッズ分野では、家庭用食品包装材「NEWクレラップ」は平成17年２月に２年連続のリニュー

アルを実施し、販売価格適正化に努めたこと、釣糸「シーガー」は流通在庫調整が一巡し、実需に見合う出荷と

なってきたため、この分野の売上げ、営業利益共に前年同期に比べ増加いたしました。 

金属蒸着フィルム、合成繊維等の産業資材分野では、前年同期に好調だった金属蒸着フィルム製造子会社のセ

グメント区分を機能製品事業に変更したため、売上げ、営業利益共に前年同期に比べ減少いたしました。 

中国向けの塩化ビニリデン・コンパウンドは、競争激化により販売価格低下を余儀なくされ、包装機械は輸出

が減少し、営業利益は前年同期に比べ減少いたしました。 

この結果、本セグメントの売上高は前年同期比10.0％減の219億６千４百万円となり、営業損失は前年同期比

271.4％増の２億１千５百万円となりました。 

  



その他事業 

環境関連分野は、前年同期に大型の環境修復工事があったことに加えて、産業廃棄物処理の競争激化により、

売上げ、営業利益共に減少いたしました。 

建設関連分野は、大型工事の完工により売上げは増加いたしましたが、資材及び外注費上昇により営業利益は

減少いたしました。 

運輸・倉庫関連分野は、厳しい受注環境のなか売上げを微増といたしましたが、燃料費高騰により営業利益は

微減となりました。 

以上の結果、本セグメントの売上高は前年同期比3.0％増の102億１千７百万円となり、営業利益は前年同期比

7.3％減の４億２千３百万円となりました。 

  

② 所在地別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

日本 

当社及び国内グループ各社につきましては、売上高は、機能製品事業におけるPPS樹脂、炭素繊維、化学製品事

業における農業用殺菌剤、その他事業における建設関連分野を中心に、前年同期に比べ増加いたしました。営業

利益は、化学製品事業におけるクロルベンゼン類、樹脂製品事業における「NEWクレラップ」等の販売価格適正化

の取り組みにより、前年同期に比べ増加いたしました。この結果、売上高は前年同期比1.3％増の568億８千６百

万円、営業利益は前年同期比7.7％増の32億３千３百万円となりました。 

  

ヨーロッパ 

売上高につきましては、欧州における業務用食品包装材分野はほぼ横ばいで推移し、炭素繊維は熱処理炉用断

熱材用途の販路切替えが進み、前年同期比12.7％増の41億４千３百万円となりました。営業損益は、業務用食品

包装材分野における設備及び開発投資負担の増加により３千６百万円の損失に転化いたしました。 

  

その他の地域 

米国におけるPPS樹脂の合弁事業は引き続き順調に推移し、中国における炭素繊維加工事業の拡大は、主に当社

が購入販売しているため外部顧客に対する売上高増加につながりませんが、当社の購入原価低減及び本地域にお

ける営業利益増加に寄与いたしました。この結果、売上高は前年同期比1.5％減の11億１千２百万円、営業利益は

前年同期比11.6％増の５億９千２百万円となりました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間期末における現金及び現金同等物残高は、51億５千万円となり、前中間期末より６億７千５百万円減少い

たしました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動によるキャッシュ・フローは前中間期と比較して６億１千７百万円増加し30億８千６百万円となりまし

た。税金等調整前中間純利益はほぼ横這いとなる一方で、法人税等の支払額が減少いたしました。 

  

投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動によるキャッシュ・フローは前中間期と比較して１億１千６百万円支出減少し、55億５千５百万円の支

出となりました。PPS樹脂の生産能力増強、自家発電設備の更新等で前中間期に引き続き設備投資支出は高水準とな

りました。 

  

財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動によるキャッシュ・フローは前中間期と比較して２億１千８百万円減少し、16億４千１百万円の収入と

なりました。前期より中間配当を実施したことにより期末配当金の支払額は減少した一方で、自己株式の取得によ

る支出は増加いたしました。借入れ及び借入金の返済による収支はほぼ前中間期並みとなりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は平均販売単価によっております。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

３ 事業の種類別セグメント情報に記載の通り、当中間連結会計期間より「加古川プラスチックス㈱」の事業区分を「樹脂製

品事業」から「機能製品事業」に変更しております。 

  この変更により、従来の方法と比べて当中間連結会計期間の「機能製品事業」の生産高は844百万円増加し、「樹脂製品

事業」の生産高が同額減少しております。 

  

(2) 受注状況 

その他事業のうち、土木・建築工事の施工請負等の受注実績は次のとおりであります。なお、これ以外の製品に

ついては見込生産を行っております。 

  

(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

事業区分 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

生産高(百万円) 前年同期比(％) 

機能製品事業 11,203 ＋21.6 

化学製品事業 12,405 ＋6.5 

樹脂製品事業 18,390 △5.5 

合計 41,999 ＋4.1 

事業区分 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％) 

その他事業 6,192 △2.6 5,886 △0.1 



(3) 販売実績 

販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 事業の種類別セグメント情報に記載の通り、当中間連結会計期間より「加古川プラスチックス㈱」の事業区分を「樹脂製

品事業」から「機能製品事業」に変更しております。 

  この変更により、従来の方法と比べて当中間連結会計期間の「機能製品事業」の販売高は1,390百万円増加し、「樹脂製

品事業」の販売高が同額減少しております。 

  

事業区分 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

販売高(百万円) 前年同期比(％) 

機能製品事業 14,999 ＋20.2 

化学製品事業 14,960 ＋5.6 

樹脂製品事業 21,964 △10.0 

その他事業 10,217 ＋3.0 

合計 62,141 ＋1.9 



３ 【対処すべき課題】 

(1) 対処すべき課題 

当中間連結会計期間において、当社及びグループ各社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。 

  

(2) 事業等のリスクについて 

当社は、平成15年２月にプラスチック添加剤事業に関連して独占禁止法違反の疑いにより公正取引委員会の立入

調査を受けました。その後、平成17年７月に、同委員会より、他の事業者と共同して、国内における同事業での製

品販売価格の引上げを決定することにより、公共の利益に反して同分野における競争を実質的に制限していたとし

て、約２億７千万円の課徴金納付命令が当社に対して出されました。当社はこれに対して、審判手続の開始を請求

し、半期報告書提出日(平成17年12月22日)現在、審判が係属中です。 

米国においても当該事業に関連して当社子会社が独占禁止法違反の疑いで独禁当局より調査を受けており、又、

当社米国子会社に対して民事訴訟が提起されております。違法な行為は一切存在していないと確信しております

が、係争の長期化による営業活動時間のロス、陪審裁判の予測困難性及び弁護士費用の負担等を総合的に勘案した

結果、当社米国子会社は米国直接購入者より提起された連邦民事訴訟に関して、11月２日(米国時間)付けで原告団

に対して和解金として５百万米ドル(約565百万円)を支払うとの内容で、原告団と和解合意に至りました。本和解

は、裁判所の最終承認の確定により発効することとなります。本和解により、原告団からの離脱手続きを行わなか

った本件直接購入者に関して、米国子会社だけでなく、当社、当社子会社、関係会社についても本件訴訟が解決さ

れることとなります。本和解金は、当中間期において特別損失に計上しております。 

なお、当該事業は平成15年１月にローム・アンド・ハース社に事業譲渡済みです。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  



５ 【研究開発活動】 

当社グループとしての研究開発は、当社が主体となって取り組んでおります。 

その基本方針として事業戦略に基づき、 

1) バリア材、高機能材及び医薬・農薬を核とする 

2) スペシャリティ製品でグローバルNo.１を目指す 

ことを重点施策として、研究開発に鋭意取り組んでおります。一昨年度導入いたしましたテンプレート方式を用い、

明確な事業戦略のもと研究の重点化とスピードを意識した開発を行っております。本年度もその方式を新規研究開

発、及び既存品改良開発に積極的に用いて研究の推進を図っております。 

現在、研究開発は、総合研究所、生物医学研究所、包装材料研究所に所属する約350名のスタッフによって推進さ

れ、事業部、関連会社を含む製造部門と共同で商品化に向けて取り組んでおります。 

なお、当中間連結会計期間における研究開発費の総額は31億７千万円であります。 

その概要は次のとおりであります。 

  

① 機能製品事業 

エンジニアリング・プラスチックスでは、「フォートロンKPS」の低コスト・増産化に対応した新プロセスが順次

稼動しております。又、導電・半導電材料「クレファイン」は、静電対策が求められるエレクトロニクス部材のパ

ッケージ用途に対して、積極的に国内外の市場展開を進めております。 

二次電池材料については、より高性能のKF(ふっ化ビニリデン樹脂)系バインダーを開発して市場に投入してお

り、この分野でのトップを維持しております。 

光学材料については、建材用、自動車用などの窓材として熱線吸収機能を有する材料の開発に取り組み、提携先

と共同で行っている商品開発が具現化されつつあります。又、撮像用途向けに液晶ポリマーを用いた画質向上のた

めのローパスフィルター「ルミクル300」と近赤外線カット機能レンズについては、性能改良を進め、同時に市場開

発を推進しております。 

なお、当事業に係わる研究開発費は７億１千８百万円であります。 

  



② 化学製品事業 

医薬品では、抗悪性腫瘍剤「クレスチン」の免疫療法分野の研究を進めております。 

慢性腎不全用剤「クレメジン」については、糖尿病性腎症での早期治療を目標にした研究に取り組んでおりま

す。さらに、米国展開においては臨床第Ⅱ相試験において効果を確認できましたので、第Ⅲ相試験開始に向けた準

備を行っております。 

一方、遺伝子工学／コンピュータ・ケミストリーを駆使した探索研究も進めております。その中で経口用抗HIV剤

(CXCR4ブロッカー)は、臨床試験に必要な前臨床試験が終了し、欧米大手製薬への導出も含め、次の展開について検

討中です。又、抗体医薬に関しては、他社と共同で膵臓癌に特異的な抗原の探索と抗体医薬品への開発研究を行っ

ております。 

農薬では、農業用殺菌剤「メトコナゾール」、及びイネ種子消毒用殺菌剤「イプコナゾール」の、国内外での適

用拡大に取り組んでおります。又、コンピュータ・ケミストリーを用いて次世代の農薬の開発、さらに、環境保全

型農薬の開発も進めております。 

なお、当事業に係わる研究開発費は15億４千４百万円であります。 

  

③ 樹脂製品事業 

超ハイバリア素材「ベセーラ」については、食品包装用途のみならず、国内外の各種市場拡大に向け評価と拡販

を進めております。特に、新規分野への展開に向けた新グレードの開発と共に、生産性向上とコスト削減に取り組

んでおります。 

高強度ナイロン系微収縮包材「ML－40」は、独機械メーカーと共同で新規フォームシュリンク包材の国内外での

拡販を推進しております。 

新規のガスバリア樹脂PGA(ポリグリコール酸)は、多層ボトル用などの原料としての事業展開に向けて、他社と共

同でボトル実用評価を行っております。その上市に合わせ、製造設備の検討として、パイロットプラントを用いた

プロセス改良を積極的に進めております。 

レジャー用資材については、高性能釣り糸「シーガー」、「リバージ」の海外展開に向けて、改良開発に取り組

んでおります。同時にコスト改善にも取り組み、樹脂及びプロセス両面からの検討を行っております。 

なお、当事業に係わる研究開発費は９億７百万円であります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等に関する重要な変更及び重

要な設備投資計画の完了はありません。又、新たに確定した重要な設備の新設等の計画はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨を定款に定めております。 

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 608,932,000

計 608,932,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月22日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 190,533,909 190,533,909

東京証券取引所
(市場第１部) 
大阪証券取引所 
(市場第１部) 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 190,533,909 190,533,909 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで 

― 190,533,909 ― 12,460 ― 9,703



(4) 【大株主の状況】 
平成17年９月30日現在 

(注) 当社は自己株式6,940千株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 
平成17年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が28,000株(議決権28個)含まれておりま

す。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式等が以下のとおり含まれております。 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海１―８―11 16,077 8.44

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２―１―１ 13,746 7.21

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１―２―１ 13,368 7.02

日本マスタートラスト 
信託銀行株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町２―11―３ 10,769 5.65

株式会社みずほコーポレート 
銀行 

東京都千代田区丸の内１―３―３ 7,039 3.69

三共株式会社 東京都中央区日本橋本町３―５―１ 5,830 3.06

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社(信託口４) 

東京都中央区晴海１―８―11 4,592 2.41

丸紅株式会社 東京都千代田区大手町１―４―２ 4,462 2.34

資産管理サービス信託銀行 
株式会社(信託A口) 

東京都中央区晴海１―８―12
晴海アイランドトリトンスクエア 
オフィスタワーZ棟 

3,466 1.82

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿１―26―１ 3,359 1.76

計 ― 82,708 43.41

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

(自己保有株式) 
普通株式 

6,940,000 
(相互保有株式) 
普通株式 

1,318,000 

―
権利内容に何ら限定のない 
当社における標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

181,397,000 
181,397 同上 

単元未満株式 普通株式 878,909 ― 同上 

発行済株式総数 190,533,909 ― ― 

総株主の議決権 ― 181,397 ― 

(自己保有株式)   

㈱クレハ 754株 

(相互保有株式)   

錦商事㈱ 490株 

加古川プラスチックス㈱ 680〃 



② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

(注) 株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000(議決権１個)あります。 

なお、当該株式数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含まれております。 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所(市場第１部)におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式)   

㈱クレハ 
東京都中央区日本橋 
浜町３－３－２ 

6,940,000 ― 6,940,000 3.64

(相互保有株式)   

錦商事㈱ 
東京都中央区日本橋小舟町
14―４ 

1,211,000 ― 1,211,000 0.64

加古川プラスチックス㈱ 
兵庫県加古川市野口町 
古大内510 

107,000 ― 107,000 0.06

計 ― 8,258,000 ― 8,258,000 4.33

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 478 463 457 489 509 552

最低(円) 434 432 437 455 459 494



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第３項の

ただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第３項のただ

し書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)及び前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)並びに当中間連結会計期間(平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表及

び中間財務諸表について、監査法人日本橋事務所により中間監査を受けております。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

    
前中間連結会計期間末
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金     5,825 5,150   6,001 

２ 受取手形及び売掛金     30,410 28,871   32,035 

３ 有価証券     6 16   5 

４ たな卸資産     20,434 19,730   18,693 

５ 繰延税金資産     1,597 2,079   1,588 

６ その他     3,547 5,039   3,497 

７ 貸倒引当金     △300 △256   △298 

流動資産合計     61,522 36.0 60,630 35.0   61,525 35.6

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 
※１ 
※２         

(1) 建物及び構築物     25,109 24,717   24,450 

(2) 機械装置及び運搬具     21,988 21,980   20,625 

(3) 工具器具及び備品     2,003 2,026   2,084 

(4) 土地     13,528 13,141   13,472 

(5) 建設仮勘定     5,376 8,118   8,656 

有形固定資産合計     68,006 69,985   69,289 

２ 無形固定資産     2,159 2,049   2,091 

３ 投資その他の資産           

(1) 投資有価証券 ※２   28,889 29,281   29,223 

(2) 出資金     5,096 4,940   4,874 

(3) 長期貸付金     1,964 1,928   1,960 

(4) 繰延税金資産     1,322 1,617   1,321 

(5) その他     2,437 3,394   2,892 

(6) 貸倒引当金     △481 △355   △452 

投資その他の資産合計     39,227 40,806   39,820 

固定資産合計     109,393 64.0 112,841 65.0   111,201 64.4

資産合計     170,915 100.0 173,471 100.0   172,727 100.0

            



  

  

    
前中間連結会計期間末
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形及び買掛金 ※２   15,500 15,350   16,786 

２ 短期借入金 ※２   27,342 26,048   25,209 

３ 未払金 ※２   4,371 5,200   5,203 

４ 未払法人税等     821 1,908   2,069 

５ 未払消費税等     264 ―   ― 

６ 未払費用     3,255 3,457   3,792 

７ 賞与引当金     1,674 1,914   1,616 

８ 構造改革費用引当金     232 560   ― 

９ その他     3,035 3,116   3,035 

流動負債合計     56,497 33.1 57,556 33.2   57,713 33.4

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金 ※２   11,048 11,882   9,651 

２ 退職給付引当金     2,943 2,517   2,930 

３ 役員退職慰労引当金     619 618   675 

４ 繰延税金負債     5,863 6,211   6,243 

５ 連結調整勘定     ― 972   966 

６ その他 ※２   608 578   697 

固定負債合計     21,083 12.3 22,781 13.1   21,165 12.3

負債合計     77,581 45.4 80,338 46.3   78,879 45.7

(少数株主持分)           

少数株主持分     1,956 1.1 720 0.4   785 0.4

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     12,460 7.3 12,460 7.2   12,460 7.2

Ⅱ 資本剰余金     9,715 5.7 9,858 5.7   9,715 5.6

Ⅲ 利益剰余金     61,586 36.0 64,629 37.2   64,083 37.1

Ⅳ その他有価証券評価差額金     8,998 5.3 9,667 5.6   9,554 5.5

Ⅴ 為替換算調整勘定     △618 △0.4 △532 △0.3   △616 △0.3

Ⅵ 自己株式     △764 △0.4 △3,670 △2.1   △2,136 △1.2

資本合計     91,378 53.5 92,413 53.3   93,062 53.9

負債、少数株主持分 
及び資本合計     170,915 100.0 173,471 100.0   172,727 100.0

            



② 【中間連結損益計算書】 

  

    
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     60,967 100.0 62,141 100.0   130,400 100.0

Ⅱ 売上原価     43,168 70.8 44,346 71.4   91,987 70.5

売上総利益     17,799 29.2 17,795 28.6   38,413 29.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   14,177 23.3 14,101 22.7   28,158 21.6

営業利益     3,621 5.9 3,693 5.9   10,255 7.9

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息   28   32 58   

２ 受取配当金   273   334 402   

３ 連結調整勘定償却額   ―   96 ―   

４ 持分法による投資利益   10   7 3   

５ 為替差益   27   19 21   

６ 機械等賃貸料   19   19 40   

７ その他   65 425 0.7 84 593 1.0 243 771 0.6

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息   249   234 507   

２ 売上割引   205   225 432   

３ その他   226 681 1.1 154 614 1.0 381 1,320 1.0

経常利益     3,365 5.5 3,672 5.9   9,705 7.4

Ⅵ 特別利益           

１ 投資有価証券売却益   715   870 1,450   

２ 固定資産売却益 ※２ 11   122 140   

３ その他   35 762 1.3 32 1,025 1.7 31 1,621 1.2

Ⅶ 特別損失           

１ 固定資産除却売却損 ※３ 1,020   604 2,232   

２ 減損損失 ※４ ―   291 ―   

３ 和解金   ―   565 ―   

４ 構造改革費用引当金繰入   ―   560 ―   

５ 退職給付費用   262   ― 444   

６ 貸倒引当金繰入   ―   ― 152   

７ 販売用不動産評価損   65   ― 123   

８ たな卸資産評価損   ―   ― 117   

９ 投資有価証券等評価損   20   ― 20   

10 投資有価証券等売却損   2   ― 0   

11 その他 ※５ 157 1,528 2.5 133 2,155 3.5 184 3,276 2.5

税金等調整前中間(当期) 
純利益     2,599 4.3 2,542 4.1   8,050 6.2

法人税、住民税 
及び事業税   1,059   1,786 3,254   

法人税等調整額   72 1,132 1.9 △835 951 1.5 113 3,367 2.6

少数株主利益     63 0.1 65 0.1   216 0.2

中間(当期)純利益     1,403 2.3 1,525 2.5   4,467 3.4

            



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   9,715 9,715   9,715

Ⅱ 資本剰余金増加高     

自己株式処分差益 ― ― 142 142 ― ―

Ⅲ 資本剰余金減少高     

自己株式処分差損 0 0 ― ― 0 0

Ⅳ 資本剰余金 
  中間期末(期末)残高 

  9,715 9,858   9,715

      

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   61,656 64,083   61,656

Ⅱ 利益剰余金増加高     

１ 中間(当期)純利益 1,403 1,525 4,467 

２ 連結子会社の決算期 
  変更に伴う増加高 

91 1,495 35 1,560 91 4,559

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１ 配当金 1,518 926 2,084 

２ 役員賞与 47 1,565 88 1,015 47 2,132

Ⅳ 利益剰余金 
  中間期末(期末)残高 

  61,586 64,629   64,083

      



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

   
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 税金等調整前 
中間(当期)純利益 

 2,599 2,542 8,050

２ 減価償却費  3,662 3,832 7,644

３ 減損損失  ― 291 ―

４ 連結調整勘定償却額  ― △96 △3

５ 貸倒引当金の増減額 
  (△は減少) 

 55 △140 17

６ 退職給付引当金等の増加額  230 ― ―

７ 退職給付引当金の増減額 
  (△は減少) 

 ― △400 235

８ 役員退職慰労引当金の 
  増減額(△は減少) 

 ― △45 38

９ 前払年金費用の増減額 
  (△は増加) 

 △425 13 △770

10 受取利息及び受取配当金  △302 △366 △461

11 支払利息  249 234 507

12 為替差損益  △1 6 0

13 持分法による投資損益  △10 △7 △3

14 固定資産除却売却損益  1,009 482 2,091

15 有価証券及び 
投資有価証券等売却損益 

 △713 △857 △1,445

16 有価証券及び 
投資有価証券等評価損 

 20 0 20

17 役員賞与の支払額  △48 △91 △48

18 売上債権の減少額  5,631 2,641 3,769

19 たな卸資産の増加額  △1,916 △1,081 △67

20 その他流動資産の増加額  △698 △1,361 △146

21 仕入債務の減少額  △2,115 △660 △2,280

22 その他流動負債の増減額 
  (△は減少) 

 △1,809 802 △710

23 その他  △95 △522 139

小計  5,321 5,215 16,578

利息及び配当金の受取額  306 375 466

利息の支払額  △249 △234 △504

法人税等の支払額  △2,910 △2,270 △4,101

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 2,468 3,086 12,437



  

  
  

   
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 有価証券の売却等 
による収入 

 ― ― 56

２ 有形及び無形固定資産の 
取得による支出 

 △6,416 △6,265 △11,506

３ 有形及び無形固定資産の 
売却による収入 

 54 408 291

４ 投資有価証券の取得 
による支出 

 △15 △36 △24

５ 投資有価証券の売却 
による収入 

 1,413 923 2,479

６ 出資金の増加による支出  △350 ― △350

７ 貸付けによる支出  △21 △0 △21

８ 貸付金の回収による収入  96 27 141

９ 有形固定資産の撤去 
による支出 

 ― △244 △571

10 その他投資に関する収支  △432 △366 △87

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △5,671 △5,555 △9,592

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入れによる収入  3,780 2,266 2,386

２ 短期借入金の返済 
による支出 

 △861 △180 △1,290

３ 長期借入れによる収入  3,395 4,540 5,070

４ 長期借入金の返済 
による支出 

 △2,447 △2,589 △6,100

５ 少数株主による払い込み  ― ― 28

６ 自己株式の取得 
による支出 

 △484 △1,722 △2,074

７ 子会社保有の自己株式の 
売却による収入 

 ― 276 ―

８ 配当金の支払額  △1,518 △928 △2,085

９ 少数株主への 
配当金の支払額 

 △2 △21 △2

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 1,859 1,641 △4,067

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 △6 △19 48

Ⅴ 連結範囲の変更による 
  現金及び現金同等物の増加額 

 13 ― 13

Ⅵ 連結子会社の決算期変更 
  による現金及び現金同等物 
  の減少額 

 △422 △4 △422

Ⅶ 現金及び現金同等物の減少額  △1,758 △851 △1,582

Ⅷ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 7,584 6,001 7,584

Ⅸ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 5,825 5,150 6,001

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

子会社は、全て連結してお

ります。 

連結子会社の数35社 

主要な連結子会社の名称 

呉羽テクノエンジ㈱ 

クレハ建設㈱ 

呉羽環境㈱ 

呉羽運輸㈱ 

呉羽プラスチックス㈱ 

呉羽合繊㈱ 

加古川プラスチックス㈱ 

錦商事㈱ 

クレハ・ヨーロッパB.V. 

クレハ・ケーピーエスInc. 

クレハロン・インダストリ

ーB.V. 

子会社は、全て連結してお

ります。 

連結子会社の数33社 

主要な連結子会社の名称 

錦商事㈱ 

呉羽運輸㈱ 

クレハ建設㈱ 

加古川プラスチックス㈱ 

クレハ合繊㈱ 

クレハプラスチックス㈱ 

呉羽環境㈱ 

㈱クレハエンジニアリング 

クレハロン・インダストリ

ーB.V. 

クレハ・ヨーロッパB.V. 

クレハ・ケーピーエスInc. 

子会社は、全て連結してお

ります。 

連結子会社の数35社 

主要な連結子会社名は、

「第１ 企業の概況 ４関

係会社の状況」に記載して

いるため省略いたしまし

た。 

なお、前連結会計年度にお

いて非連結子会社でありま

した上海呉羽化学有限公司

は重要性が増加したため、

当連結会計年度より連結の

範囲に含めております。 

  なお、前連結会計年度にお

いて非連結子会社でありま

した上海呉羽化学有限公司

は重要性が増加したため、

当中間連結会計期間より連

結の範囲に含めておりま

す。 

なお、前連結会計年度にお

いて連結子会社でありまし

た呉羽総合サービス㈱は、

本年４月１日に呉羽興産㈱

(現クレハサービス㈱)との

合併により、又、クレハロ

ン・シンクレア・パッケー

ジングB.V.は当中間連結会

計期間に売却したため連結

の範囲から除外しておりま

す。 

  

２ 持分法の適用に関

する事項 

(1) 持分法適用関連会社の

数 

１社 

会社の名称 

ルトガース・クレハ・

ソルベンツGmbH 

(1) 持分法適用関連会社の

数 

１社 

会社の名称 

ルトガース・クレハ・

ソルベンツGmbH 

(1) 持分法適用関連会社の

数 

１社 

会社の名称 

ルトガース・クレハ・

ソルベンツGmbH 

  (2) 持分法を適用していな

い関連会社のうち主要

な会社等の名称 

南通匯羽豊新材料有限

公司 

(2) 持分法を適用していな

い関連会社のうち主要

な会社等の名称 

南通匯羽豊新材料有限

公司 

(2) 持分法を適用していな

い関連会社のうち主要

な会社等の名称 

南通匯羽豊新材料有限

公司 

  持分法を適用していな

い理由 

持分法非適用会社は、

それぞれ中間連結純損

益及び連結利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微

であり、かつ全体とし

ても重要性がないた

め、持分法の適用から

除外しております。 

持分法を適用していな

い理由 

同左 

持分法を適用していな

い理由 

持分法非適用会社は、

それぞれ連結純損益及

び連結利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても

重要性がないため、持

分法の適用から除外し

ております。 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 連結子会社の(中

間)決算日等に関

する事項 

連結子会社のうち、呉羽運

輸㈱、呉羽プラスチックス

㈱、加古川プラスチックス

㈱、クレハ・ヨーロッパ

B.V.、クレハ・ケーピーエ

スInc.、クレハロン・イン

ダストリーB.V.など21社の

中間決算日は６月30日であ

ります。 

中間連結財務諸表作成に当

たっては当該連結子会社の

中間決算日現在の中間財務

諸表を使用しております

が、中間連結決算日との間

に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を

行っております。 

なお、当中間連結会計期間

から、呉羽テクノエンジ

㈱、クレハ建設㈱、呉羽環

境㈱、錦商事㈱など14社の

中間決算日を６月30日から

９月30日に変更しておりま

す。 

連結子会社のうち、クレハ

ロン・イ ンダストリー

B.V.、クレハ・ヨーロッパ

B.V.、クレハ・ケーピーエ

スInc.など９社の中間決算

日は６月30日であります。 

中間連結財務諸表作成に当

たっては当該連結子会社の

中間決算日現在の中間財務

諸表を使用しております

が、中間連結決算日との間

に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を

行っております。 

なお、当中間連結会計期間

から、呉羽運輸㈱、加古川

プラスチックス㈱、クレハ

合繊㈱、クレハプラスチッ

クス㈱など11社の中間決算

日を６月30日から９月30日

に変更しております。 

連結子会社のうち、呉羽運

輸㈱、加古川プラスチック

ス㈱、呉羽合繊㈱、呉羽プ

ラスチックス㈱、クレハロ

ン・インダストリーB.V.、

クレハ・ヨーロッパB.V.、

クレハ・ケーピーエスInc.

など21社の決算日は12月31

日であります。 

連結財務諸表作成に当たっ

ては当該事業年度に係る財

務諸表を使用しております

が、連結決算日との間に生

じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行

っております。 

なお、当連結会計年度か

ら、錦商事㈱、クレハ建設

㈱、呉羽環境㈱、呉羽テク

ノエンジ㈱など14社の決算

日を12月31日から３月31日

に変更しております。 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ 会計処理基準に関

する事項 

(1) 重要な資産の評

価基準及び評価

方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

……中間決算日前１ヶ

月の市場価格の平

均に基づく時価法

によっておりま

す。(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は主として移

動平均法により算

定) 

時価のないもの 

……主として移動平均

法による原価法に

よっております。 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

……同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

時価のないもの 

……同左 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

……決算日前１ヶ月の

市場価格の平均に

基づく時価法によ

っております。

(評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は主として移動平

均法により算定) 

  

時価のないもの 

……同左 

  ②デリバティブ 

……時価法によっており

ます。 

但し、金利スワップ

取引等については、

原則として繰延ヘッ

ジ処理によっており

ますが、特例処理の

要件を満たすものに

ついては、特例処理

によっております。 

②デリバティブ 

……同左 

②デリバティブ 

……時価法によっており

ます。 

但し、金利スワップ

取引については、原

則として繰延ヘッジ

処理によっておりま

すが、特例処理の要

件を満たすものにつ

いては、特例処理に

よっております。 

  ③たな卸資産 

……主として総平均法に

基づく原価法によっ

ております。 

③たな卸資産 

……同左 

③たな卸資産 

……同左 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(2) 重要な減価償却
資産の減価償却
方法 

①有形固定資産 
………当社及び国内連結

子会社は建物(建
物附属設備を含
む)は定額法によ
り、その他のもの
は主として定率法
によっておりま
す。 
在外連結子会社は
主として定額法を
採用しておりま
す。 
なお、主な耐用年
数は以下のとおり
であります。 
建物及び構築物 
   …10～50年 
機械装置及び運搬
具  …７～15年 
工具器具及び備品 
   …４～10年 

①有形固定資産 
………同左 

  
  
  

①有形固定資産 
………同左 

  
  

  ②無形固定資産 
………定額法を採用して

おります。なお、
自社利用のソフト
ウェアについて
は、社内における
利用可能期間(５
年)に基づく定額
法を採用しており
ます。 

②無形固定資産 
………同左 

②無形固定資産 
………同左 

(3) 重要な引当金の
計上基準 

①貸倒引当金 
………売上債権、貸付金

等の貸倒損失に備
えるため、当社及
び国内連結子会社
は、一般債権につ
いては貸倒実績率
により、貸倒懸念
債権等特定の債権
については個別に
回収可能性を検討
し、回収不能見込
額を計上しており
ます。 
在外連結子会社
は、主として債権
の実態に応じ貸倒
見積額を計上して
おります。 

①貸倒引当金 
………同左 

①貸倒引当金 
………同左 

  ②賞与引当金 
………従業員賞与の支給

に備えるため、支
給見込額基準によ
り計上しておりま
す。 

②賞与引当金 
………同左 

②賞与引当金 
………同左 
  



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  ③構造改革費用引当金 
………当社において塩化

ビニル樹脂受託生
産停止に伴う資産
処分の損失見積額
を計上しておりま
す。 

③構造改革費用引当金
………前々期に着手した

「物流最適化プロ
ジェクト」推進の
結果、自社及び委
託先在庫適正化に
伴う資産処分及び
営業補償に備える
ため、必要額を計
上しております。 

③  ――――― 
  
  

  ④退職給付引当金 
………従業員の退職給付

に備えるため、当
連結会計年度末に
おける退職給付債
務及び年金資産の
見込額に基づき、
当中間連結会計期
間末において発生
していると認めら
れる額を計上して
おります。 
なお、一部国内連
結子会社の退職給
付債務について
は、退職給付に係
る自己都合要支給
額又は年金財政計
算上の責任準備金
を用いておりま
す。 
会計基準変更時差
異については、原
則として５年によ
る按分額を費用処
理しております。 
過去勤務債務は、
その全額を発生年
度に処理しており
ます。数理計算上
の差異について
は、各連結会計年
度の発生時におけ
る従業員の平均残
存勤務期間以内の
一定の年数による
按分額をそれぞれ
発生の翌連結会計
年度から費用処理
しております。 

④退職給付引当金
………従業員の退職給付

に備えるため、当
連結会計年度末に
おける退職給付債
務及び年金資産の
見込額に基づき、
当中間連結会計期
間末において発生
していると認めら
れる額を計上して
おります。 
なお、一部国内連
結子会社の退職給
付債務について
は、退職給付に係
る自己都合要支給
額又は年金財政計
算上の責任準備金
を用いておりま
す。 
過去勤務債務は、
その全額を発生年
度に処理しており
ます。数理計算上
の差異について
は、各連結会計年
度の発生時におけ
る従業員の平均残
存勤務期間以内の
一定の年数による
按分額をそれぞれ
発生の翌連結会計
年度から費用処理
しております。 

④退職給付引当金 
………従業員の退職給付

に備えるため、当
連結会計年度末に
おける退職給付債
務及び年金資産の
見込額に基づいて
計上しておりま
す。 
なお、一部国内連
結子会社の退職給
付債務について
は、退職給付に係
る自己都合要支給
額又は年金財政計
算上の責任準備金
を用いておりま
す。 
会計基準変更時差
異については、原
則として５年によ
る按分額を費用処
理しております。 
過去勤務債務は、
その全額を発生年
度に処理しており
ます。数理計算上
の差異について
は、各連結会計年
度の発生時におけ
る従業員の平均残
存勤務期間以内の
一定の年数による
按分額をそれぞれ
発生の翌連結会計
年度から費用処理
しております。 

  ⑤役員退職慰労引当金 
………役員の退職慰労金

の支出に備えるた
め、内規に基づく
必要額を計上して
おります。 

⑤役員退職慰労引当金
………同左 

⑤役員退職慰労引当金 
………同左 

(4) 重要なリース取
引の処理方法 

リース物件の所有権が借主
に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リ
ース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に
準じた会計処理によってお
ります。 

同左 同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(5) 重要なヘッジ会
計の方法 

①ヘッジ会計の方法 
………原則として繰延ヘ

ッジ処理によって
おります。 
なお、特例処理の
要件を満たしてい
る金利スワップ取
引等については特
例処理によってお
ります。 

①ヘッジ会計の方法 
………同左 

  

①ヘッジ会計の方法 
………原則として繰延ヘ

ッジ処理によって
おります。 
なお、特例処理の
要件を満たしてい
る金利スワップ取
引については特例
処理によっており
ます。 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

金利スワップ等 借入金 

…ヘッジ手段   ヘッジ対象
②ヘッジ手段とヘッジ対象 

  
  ………同左   

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 金利スワップ  借入金 

…ヘッジ手段   ヘッジ対象

  ③ヘッジ方針 
………変動金利の借入債

務を固定金利に変
換することによっ
て、金利上昇リス
クを回避し、調達
コストの低減化を
図り、キャッシ
ュ・フローを固定
化するため、金利
スワップ取引等を
行っております。
なお、当該取引は
社内管理規程に従
って行っておりま
す。 

③ヘッジ方針 
………同左 

③ヘッジ方針 
………変動金利の借入債

務を固定金利に変
換することによっ
て、金利上昇リス
クを回避し、調達
コストの低減化を
図り、キャッシ
ュ・フローを固定
化するため、金利
スワップ取引を行
っております。な
お、当該取引は社
内管理規程に従っ
て行っておりま
す。 

  ④ヘッジ有効性評価の方法 
………ヘッジ対象のキャ

ッシュ・フロー変
動の累計とヘッジ
手段のキャッシ
ュ・フロー変動の
累計を半期ごとに
比較し、両者の変
動額等を基礎とし
て、ヘッジ有効性
を評価しておりま
す。但し、特例処
理によっている金
利スワップ等につ
いては、有効性の
評価を省略してお
ります。 

④ヘッジ有効性評価の方法 
………同左 

④ヘッジ有効性評価の方法 
………ヘッジ対象のキャ

ッシュ・フロー変
動の累計とヘッジ
手段のキャッシ
ュ・フロー変動の
累計を半期ごとに
比較し、両者の変
動額等を基礎とし
て、ヘッジ有効性
を評価しておりま
す。但し、特例処
理によっている金
利スワップについ
ては、有効性の評
価を省略しており
ます。 

(6) 消費税等の会計
処理 

税抜き方式によっておりま
す。 

同左 同左 

５ 中間連結キャッシ
ュ・フロー計算書
( 連結キャッシ
ュ・フロー計算
書)における資金
の範囲 

手許現金、随時引き出し可
能な預金及び容易に換金可
能であり、かつ、価値の変
動について僅少なリスクし
か負わない取得日から３ヶ
月以内に償還期限の到来す
る短期投資からなっており
ます。 

同左 同左 



(会計処理の変更) 

  

  

(表示方法の変更) 

  

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」(「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」(企業会計審議会

平成14年８月９日))及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号)を適用しております。 

 これにより税金等調整前中間純利

益は291百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき当該各資産の金額から直接

控除しております。 

――――― 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

――――― 

  

(中間連結貸借対照表関係) 

 前中間連結会計期間末において独立科目で掲記してお

りました「未払消費税等」(当中間連結会計期間末残高

328百万円)は、金額が僅少であるため、流動負債の「そ

の他」に含めて表示することに変更いたしました。 

(中間連結損益計算書関係) 

 前中間連結会計期間において独立科目で掲記しており

ました「投資有価証券等売却損」(当中間連結会計期間

13百万円)と「投資有価証券等評価損」(当中間連結会計

期間０百万円)は、金額的重要性が減少したため、特別

損失の「その他」に含めて表示することに変更いたしま

した。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は157,439百万円でありま

す。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は154,175百万円でありま

す。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は154,817百万円でありま

す。 

※２ 担保資産 

１ 担保提供資産 

上記のうち、工場財団抵当

に供している資産 

建物及び 
構築物 

16,140百万円

機械装置 
及び運搬具 

17,022 〃 

土地 5,053 〃 

投資 
有価証券 

4,832 〃 

計 43,049 〃 

建物及び 
構築物 

15,288百万円

機械装置 
及び運搬具 

17,022 〃 

土地 4,624 〃 

計 36,934 〃 

※２ 担保資産 

１ 担保提供資産 

上記のうち、工場財団抵当

に供している資産 

建物及び
構築物 

16,334百万円

機械装置
及び運搬具 

17,220 〃 

土地 5,046 〃 

投資 
有価証券 

5,607 〃 

計 44,208 〃 

建物及び
構築物 

15,516百万円

機械装置
及び運搬具 

17,220 〃 

土地 4,617 〃 

計 37,354 〃 

※２ 担保資産 

１ 担保提供資産 

上記のうち、工場財団抵当

に供している資産 

建物及び
構築物 

15,887百万円

機械装置
及び運搬具 

15,897 〃 

土地 5,052 〃 

投資
有価証券 

5,391 〃 

計 42,228 〃 

建物及び
構築物 

15,061百万円

機械装置
及び運搬具 

15,897 〃 

土地 4,624 〃 

計 35,583 〃 

２ 担保資産に対応する債務 

上記のうち、工場財団抵当

に対応する債務 

支払手形 
及び買掛金 

845百万円

短期借入金 3,631 〃 

長期借入金 7,384 〃 

その他 518 〃 

計 12,380 〃 

短期借入金 3,310百万円

長期借入金 5,885 〃 

計 9,196 〃 

２ 担保資産に対応する債務 

上記のうち、工場財団抵当

に対応する債務 

支払手形
及び買掛金 

846百万円

短期借入金 2,626 〃 

長期借入金 5,589 〃 

その他 504 〃 

計 9,567 〃 

短期借入金 1,917百万円

長期借入金 3,825 〃 

計 5,742 〃 

２ 担保資産に対応する債務 

上記のうち、工場財団抵当

に対応する債務 

支払手形
及び買掛金 

856百万円

短期借入金 3,386 〃 

長期借入金 6,268 〃 

その他 511 〃 

計 11,022 〃 

短期借入金 2,742百万円

長期借入金 4,752 〃 

計 7,495 〃 



  

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

３ 保証債務 

連結会社以外の会社及び従

業員の金融機関からの借入

金に対する保証 

従業員 783百万円

カネセイ産業
㈱ 

5 〃 

計 788 〃 

３ 保証債務 

従業員の金融機関からの借

入金に対する保証 

  685百万円

３ 保証債務 

従業員の金融機関からの借

入金に対する保証 

733百万円

４ 手形割引高及び裏書譲渡高 

受取手形 
割引高 

139百万円

受取手形 
裏書譲渡高 

51 〃 

４ 手形割引高及び裏書譲渡高 

受取手形
割引高 

114百万円

受取手形
裏書譲渡高 

― 

４ 手形割引高及び裏書譲渡高 

受取手形
割引高 

211百万円

受取手形
裏書譲渡高 

15 〃 

 ５ 運転資金の効率的な調達を行

うため、当社において取引銀

行４行と貸出コミットメント

契約を締結し、この他に当社

及び連結子会社において取引

銀行７行と当座貸越契約を締

結しております。これら契約

に基づく当中間連結会計期間

末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

当座貸越 
極度額及び 
貸出コミッ 
トメントの 
総額 

12,950百万円

借入実行 
残高 

6,500 〃 

差引額 6,450 〃 

 ５ 運転資金の効率的な調達を行

うため、当社において取引銀

行３行と貸出コミットメント

契約を締結し、この他に当社

及び連結子会社において取引

銀行７行と当座貸越契約を締

結しております。これら契約

に基づく当中間連結会計期間

末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

当座貸越
極度額及び 
貸出コミッ 
トメントの 
総額 

12,950百万円

借入実行
残高 

5,700 〃 

差引額 7,250 〃 

 ５ 運転資金の効率的な調達を行

うため、当社において取引銀

行３行と貸出コミットメント

契約を締結し、この他に当社

及び連結子会社において取引

銀行７行と当座貸越契約を締

結しております。これら契約

に基づく当連結会計年度末の

借入未実行残高は次のとおり

であります。 

当座貸越
極度額及び 
貸出コミッ 
トメントの 
総額 

12,950百万円

借入実行
残高 

4,500 〃 

差引額 8,450 〃 



(中間連結損益計算書関係) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目と金額は次のとおりで

あります。 

販売運送費 1,278百万円

給料 2,946 〃 

賞与引当金 
繰入額 

579 〃 

退職給付費用 313 〃 

研究開発費 3,225 〃 

減価償却費 399 〃 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目と金額は次のとおりで

あります。 

販売運送費 1,269百万円

給料 2,956 〃 

賞与引当金
繰入額 

692 〃 

退職給付費用 293 〃 

研究開発費 3,170 〃 

減価償却費 451 〃 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目と金額は次のとおりで

あります。 

販売運送費 2,548百万円

給料 5,794 〃 

賞与引当金 
繰入額 

551 〃 

退職給付費用 639 〃 

研究開発費 6,458 〃 

減価償却費 864 〃 

※２ 固定資産売却益の内訳 

機械装置及び 
運搬具 

11百万円

※２ 固定資産売却益の内訳 

建物及び構築物
その他 

122百万円

※２ 固定資産売却益の内訳 

土地 92百万円

建物及び構築物 
その他 

47 〃 

計 140 〃 

※３ 固定資産除却売却損の内訳 

固定資産 
除却損 

1,020百万円

内訳 

建物及び 
構築物 

533 〃 

機械装置 
及び運搬 
具その他 

487 〃 

固定資産 
売却損 

― 〃 

計 1,020 〃 

※３ 固定資産除却売却損の内訳 

固定資産
除却損 

593百万円

内訳

機械装置
及び 
運搬具 

368 〃

建物及び
構築物 
その他 

225 〃

固定資産
売却損 

10 〃

内訳

機械装置
及び 
運搬具 

10 〃

計 604 〃

※３ 固定資産除却売却損の内訳 

固定資産
除却損 

2,180百万円

内訳

機械装置 
及び運搬 
具 

1,075 〃 

建物及び 
構築物 

1,046 〃 

工具器具 
及び備品 
その他 

58 〃 

固定資産
売却損 

51 〃 

内訳

建物及び 
構築物 

42 〃 

機械装置 
及び運搬 
具その他 

9 〃 

計 2,232 〃 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※４    ――――― 

  

※４ 減損損失 

   当社グループは、以下の資産

グループについて減損損失を

計上いたしました。 

   当社グループは、原則として

事業区分別に資産をグルーピ

ングし、賃貸用不動産及び遊

休資産については物件ごとに

グルーピングしております。 

   市場価格が著しく下落したこ

とにより、上記資産グループ

の帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損

損失(291百万円)として、特

別損失に計上いたしました。 

減損損失の内訳は、土地281

百万円、建物及び構築物９百

万円であります。 

   なお、各資産グループの回収

可能価額は正味売却価額によ

り測定しており、正味売却価

額は主として不動産鑑定評価

基準に基づいて算定した見積

価額から処分費用見込額を差

し引いて算定しております。 

用途 種類 場所

賃貸用 
不動産 

土地 
福島県いわき市平
倉前 

賃貸用 
不動産 

土地 千葉県柏市光ヶ丘

賃貸用 
不動産 

土地 
茨城県ひたちなか
市佐和字篠根沢 

賃貸用 
不動産 

土地、建物
及び構築物 

茨城県北茨城市中
郷町 

※４    ――――― 

  

※５    ――――― ※５ 特別損失の「その他」の主な

内訳 

プラスチック添加剤事業に

関連する独占禁止法違反の

疑いに係る対応費用 

弁護士手数料 79百万円

※５ 特別損失の「その他」の主な

内訳 

プラスチック添加剤事業に

関連する独占禁止法違反の

疑いに係る対応費用 

弁護士手数料 71百万円

旅費交通費 0 〃 

計 72 〃 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

(平成16年９月30日) 

現金及び預金勘定 5,825百万円

現金及び 
現金同等物 

5,825 〃 

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係 

(平成17年９月30日) 

現金及び預金勘定 5,150百万円

現金及び 
現金同等物 

5,150 〃 

現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

(平成17年３月31日) 

現金及び預金勘定 6,001百万円

現金及び
現金同等物 

6,001 〃 

  ２ 株式の売却により連結子会社で

なくなった会社の資産及び負債

の主な内訳は次のとおりであり

ます。 

クレハロン・シンクレア・パッ

ケージングB.V. 

流動資産 527百万円

固定資産 112 〃 

資産計 639 〃 

流動負債 426 〃 

負債計 426 〃 

  



(リース取引関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高の有形

固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

  

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  

中間期末
残高 
相当額
(百万円)

機械装置 
及び運搬具 491  300  191

工具器具 
及び備品 1,872  1,058  813

ソフトウェア 40  33  6

合計 2,403  1,392  1,010

      
同左 

  
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

中間期末
残高 
相当額
(百万円)

機械装置 
及び運搬具 356 140 215

工具器具 
及び備品 1,259 686 572

ソフトウェア 104 42 61

合計 1,720 870 850

  
なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高の有形固定

資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

取得価額
相当額
(百万円)

  

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  
期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置
及び運搬具 498  278  219

工具器具
及び備品 1,613  901  712

ソフトウェア 40  37  2

合計 2,152  1,217  934

    

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 416百万円

１年超 593 〃 

合計 1,010 〃 

１年以内 363百万円

１年超 486 〃 

合計 850 〃 

１年以内 407百万円

１年超 526 〃 

合計 934 〃 

なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料

中間期末残高の有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

  

同左 

  

なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末

残高の有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定してお

ります。 

  

③ 支払リース料、減価償却費相当

額 

支払リース料 267百万円

減価償却費相当額 267 〃 

③ 支払リース料、減価償却費相当

額 

支払リース料 218百万円

減価償却費相当額 218 〃 

③ 支払リース料、減価償却費相当

額 

支払リース料 495百万円

減価償却費相当額 495 〃 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年以内 33百万円

１年超 29 〃 

合計 62 〃 

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年以内 21百万円

１年超 12 〃 

合計 33 〃 

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年以内 28百万円

１年超 28 〃 

合計 57 〃 



(有価証券関係) 

(前中間連結会計期間末)(平成16年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 当中間連結会計期間において、減損処理の対象となったものはありません。なお、当該減損処理は、中間決算日前１ヶ月の

市場価格の平均に基づく時価が取得価額に対して著しく下落し、回復の見込みがないものを対象としておりますが、時価が

50％以上下落している銘柄については、時価の回復は困難とみなして減損処理を行うこととしております。又、その他の銘

柄については、発行会社の最近の業績等を考慮して時価の回復可能性を検討しております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

(当中間連結会計期間末)(平成17年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 当中間連結会計期間において、減損処理の対象となったものはありません。なお、当該減損処理は、中間決算日前１ヶ月の

市場価格の平均に基づく時価が取得価額に対して著しく下落し、回復の見込みがないものを対象としておりますが、時価が

50％以上下落している銘柄については、時価の回復は困難とみなして減損処理を行うこととしております。又、その他の銘

柄については、発行会社の最近の業績等を考慮して時価の回復可能性を検討しております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

  取得原価(百万円)
中間連結貸借

対照表計上額(百万円) 
差額(百万円) 

株式 8,745 24,339 15,594 

  
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

その他有価証券 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 2,144

優先出資証券 1,000

劣後債 500

割引金融債 6

  取得原価(百万円)
中間連結貸借

対照表計上額(百万円) 
差額(百万円) 

株式 8,320 24,755 16,434 

  
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

その他有価証券 

非上場株式 2,131

優先出資証券 1,000

劣後債 500

割引金融債 5



(前連結会計年度末)(平成17年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について０百万円減損処理を行っております。なお、当該減損

処理は、決算日前１ヶ月の市場価格の平均に基づく時価が取得価額に対して著しく下落し、回復の見込みがないものを対象

としておりますが、時価が50％以上下落している銘柄については、時価の回復は困難とみなして減損処理を行っておりま

す。又、その他の銘柄については、発行会社の最近の業績等を考慮して時価の回復可能性を検討しております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

  

次へ 

  
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表
計上額 
(百万円) 

差額(百万円) 

株式 8,434 24,686 16,251 

  
連結貸借対照表計上額

(百万円) 

その他有価証券 

非上場株式 2,131

優先出資証券 1,000

劣後債 500

割引金融債 5



(デリバティブ取引関係) 

(前中間連結会計期間末)(平成16年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 
  

(注) １ 時価の算定方法 

   為替予約取引…先物為替相場を使用しております。 

２ ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。 

  

(当中間連結会計期間末)(平成17年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 
  

(注) １ 時価の算定方法 

 (1) 為替予約取引…先物為替相場を使用しております。 

 (2) 通貨オプション取引…金融機関より提示された価格を使用しております。 

２ 通貨オプション取引の契約額等の( )内の金額はオプション料の連結貸借対照表計上額であり、それに対応する時価及び

評価損益を記載しております。 

３ ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。 

  

対象物の種類 取引の種類 
契約額等
(百万円) 

時価
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

  通貨 為替予約取引   
  (売建)   

  スイスフラン 570 571 △1 

  米ドル 680 683 △2 
  ユーロ 80 82 △1 

合計 1,330 1,336 △6 

対象物の種類 取引の種類 
契約額等
(百万円) 

時価
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

  通貨 為替予約取引   
  (売建)   

  米ドル 549 563 △13 

  ユーロ 381 380 1 

  通貨オプション取引   

  (売建)   

  コール   

  英ポンド (0) 80 0 △0 

  プット   

  ユーロ (1)120 2 △1 

  (買建)   

  コール   
  ユーロ (0) 80 0 0 

合計 ― ― △13 



(前連結会計年度末)(平成17年３月31日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 
  

(注) １ 時価の算定方法 

   為替予約取引…先物為替相場を使用しております。 

２ ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。 

  

  

前へ     

対象物の種類 取引の種類 
契約額等
(百万円) 

時価
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

  通貨 為替予約取引   
  (売建)   

  米ドル 1,257 1,287 △29 

  ユーロ 161 163 △1 

  (買建)   

  円 158 152 △6 
  ユーロ 13 14 0 

合計 ― ― △37 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 
  

(注) １ 事業区分の方法 

機能製品事業、化学製品事業、樹脂製品事業の３事業とその他事業にセグメンテーションしております。 

２ 各事業区分の主要製品及び役務の名称 

  

  

  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

機能製品 
事業 
(百万円) 

化学製品 
事業 
(百万円) 

樹脂製品
事業 
(百万円) 

その他
事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高及び営業損益       

売上高       

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

12,476 14,164 24,410 9,916 60,967 ― 60,967

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

329 158 404 5,801 6,693 (6,693) ―

計 12,806 14,322 24,815 15,717 67,661 (6,693) 60,967

営業費用 11,160 12,652 24,873 15,260 63,945 (6,598) 57,346

営業利益又は 
営業損失(△) 

1,646 1,670 △57 457 3,715 (94) 3,621

事業 
区分 

主要製品等

機能製品 
事業 

PPS樹脂、ふっ化ビニリデン樹脂 

制電樹脂、機能性コンパウンド、光学材料 

炭素繊維、球状活性炭、特殊炭素材料 

化学製品 
事業 

か性ソーダ、塩酸、液体塩素、次亜塩素酸ソーダ 

モノクロルベンゼン、パラジクロルベンゼン、オルソジクロルベンゼン 

クレスチン、クレメジン、コバルジン 

ラブサイド、DDVP、メトコナゾール、イプコナゾール 

粒状培土、園芸培土 

樹脂製品 
事業 

塩化ビニリデン・フィルム、塩化ビニリデン・コンパウンド、熱収縮多層フィルム 

非収縮多層フィルム、多層ボトル、ハイバリヤー・ラミネート基材、NEWクレラップ 

流し台用水切りゴミ袋、掃除機用紙パック、プラスチック製保存容器 

ふっ化ビニリデン釣糸、自動充填結紮機、金属蒸着フィルム 

その他 
事業 

運送及び倉庫業務、産業設備の設計・工事監理業務 

土木・建築工事の施工請負業務、産業廃棄物の処理 



  

(注) １ 事業区分の方法 

機能製品事業、化学製品事業、樹脂製品事業の３事業とその他事業にセグメンテーションしております。 

２ 各事業区分の主要製品及び役務の名称 

  

  

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

機能製品 
事業 
(百万円) 

化学製品 
事業 
(百万円) 

樹脂製品
事業 
(百万円) 

その他
事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高及び営業損益       

売上高       

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

14,999 14,960 21,964 10,217 62,141 ― 62,141

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

241 65 424 6,116 6,848 (6,848) ―

計 15,241 15,025 22,389 16,334 68,990 (6,848) 62,141

営業費用 13,595 12,903 22,604 15,910 65,013 (6,565) 58,447

営業利益又は 
営業損失(△) 

1,646 2,122 △215 423 3,977 (283) 3,693

事業 
区分 

主要製品等

機能製品 
事業 

PPS樹脂、ふっ化ビニリデン樹脂 

制電樹脂、機能性コンパウンド、光学材料 

炭素繊維、球状活性炭、特殊炭素材料 

金属蒸着フィルム 

化学製品 
事業 

か性ソーダ、塩酸、液体塩素、次亜塩素酸ソーダ 

モノクロルベンゼン、パラジクロルベンゼン、オルソジクロルベンゼン 

クレスチン、クレメジン、コバルジン 

ラブサイド、DDVP、メトコナゾール、イプコナゾール 

粒状培土、園芸培土 

樹脂製品 
事業 

塩化ビニリデン・フィルム、塩化ビニリデン・コンパウンド、熱収縮多層フィルム 

非収縮多層フィルム、多層ボトル、ハイバリヤー・ラミネート基材、NEWクレラップ 

流し台用水切りゴミ袋、掃除機用紙パック、プラスチック製保存容器 

ふっ化ビニリデン釣糸、自動充填結紮機 

その他 
事業 

環境修復及び産業廃棄物の処理、産業設備の設計・工事監理業務 

土木・建築工事の施工請負業務、運送及び倉庫業務 



３ 事業区分の変更 

  当社の事業区分の方法は、主として製品等の性質により、これに製造方法と市場の類似性を加味して区分しております。

  従来当該区分方法により金属蒸着フィルム製造子会社である「加古川プラスチックス㈱」を「樹脂製品事業」に含めて表

示しておりましたが、当期を初年度とする「新中期経営計画Big Jump」(略称：「中計BJ」)の指針をセグメント情報に適

切に反映させるため、当中間連結会計期間より同社の事業区分を「樹脂製品事業」から「機能製品事業」に変更しており

ます。 

  なお、当中間連結会計期間のセグメント情報を、従来の方法により区分すると、次のようになります。 

  

  

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

機能製品 
事業 
(百万円) 

化学製品 
事業 
(百万円) 

樹脂製品
事業 
(百万円) 

その他
事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高及び営業損益       

売上高       

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

13,608 14,960 23,354 10,217 62,141 ― 62,141

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

233 65 433 6,116 6,848 (6,848) ―

計 13,842 15,025 23,788 16,334 68,990 (6,848) 62,141

営業費用 12,194 12,903 24,005 15,910 65,013 (6,565) 58,447

営業利益又は 
営業損失(△) 

1,647 2,122 △217 423 3,977 (283) 3,693



  

(注) １ 事業区分の方法 

機能製品事業、化学製品事業、樹脂製品事業の３事業とその他事業にセグメンテーションしております。 

２ 各事業区分の主要製品及び役務の名称 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

機能製品 
事業 
(百万円) 

化学製品 
事業 
(百万円) 

樹脂製品
事業 
(百万円) 

その他
事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高及び営業利益       

売上高       

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

25,158 31,000 50,729 23,512 130,400 ― 130,400

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

458 133 993 15,008 16,594 (16,594) ―

計 25,617 31,133 51,723 38,520 146,995 (16,594) 130,400

営業費用 22,425 27,083 50,851 36,364 136,724 (16,578) 120,145

営業利益 3,192 4,050 872 2,156 10,271 (16) 10,255

事業 
区分 

主要製品等

機能製品 
事業 

PPS樹脂、ふっ化ビニリデン樹脂、制電樹脂、機能性コンパウンド、光学材料 

炭素繊維、球状活性炭、特殊炭素材料 

化学製品 
事業 

か性ソーダ、塩酸、液体塩素、次亜塩素酸ソーダ 

モノクロルベンゼン、パラジクロルベンゼン、オルソジクロルベンゼン 

クレスチン、クレメジン、コバルジン 

ラブサイド、DDVP、メトコナゾール、イプコナゾール 

粒状培土、園芸培土 

樹脂製品 
事業 

塩化ビニリデン・フィルム、塩化ビニリデン・コンパウンド、熱収縮多層フィルム 

非収縮多層フィルム、多層ボトル、ハイバリヤー・ラミネート基材、NEWクレラップ 

流し台用水切りゴミ袋、掃除機用紙パック、プラスチック製保存容器 

ふっ化ビニリデン釣糸、自動充填結紮機、金属蒸着フィルム 

その他 
事業 

環境修復及び産業廃棄物の処理、産業設備の設計・工事監理業務 

土木・建築工事の施工請負業務、運送及び倉庫業務 



【所在地別セグメント情報】 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) ヨーロッパ………イギリス、フランス、ドイツ、オランダ、ベルギー 

(2) その他の地域……アメリカ合衆国、中国 

３ 所在地区分の変更 

  従来、所在地区分は「日本」「ヨーロッパ」「北アメリカ」としておりましたが、当中間連結会計期間より上海呉羽化学

有限公司(中国)を連結の範囲に含めたことに伴い、「日本」「ヨーロッパ」「その他の地域」に変更しております。 

  なお、当中間連結会計期間の「その他の地域」に含まれている「北アメリカ」の金額は、外部顧客に対する売上高が

1,128百万円、セグメント間の内部売上高又は振替高が10百万円、営業費用は624百万円、営業利益は514百万円でありま

す。 

  
  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) ヨーロッパ………イギリス、フランス、ドイツ、オランダ、ベルギー 

(2) その他の地域……アメリカ合衆国、中国 

  

  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

日本 
(百万円) 

ヨーロッパ
(百万円) 

その他の地域
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高及び営業利益      

売上高      

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

56,162 3,675 1,129 60,967 ― 60,967

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

965 15 134 1,115 (1,115) ―

計 57,128 3,691 1,263 62,083 (1,115) 60,967

営業費用 54,126 3,573 733 58,432 (1,086) 57,346

営業利益 3,001 117 530 3,650 (28) 3,621

  

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

日本 
(百万円) 

ヨーロッパ
(百万円) 

その他の地域
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高及び営業損益      

売上高      

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

56,886 4,143 1,112 62,141 ― 62,141

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

1,326 42 323 1,692 (1,692) ―

計 58,212 4,185 1,435 63,834 (1,692) 62,141

営業費用 54,979 4,222 843 60,044 (1,596) 58,447

営業利益 
又は営業損失(△) 

3,233 △36 592 3,789 (95) 3,693



  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) ヨーロッパ………イギリス、フランス、ドイツ、オランダ、ベルギー 

(2) その他の地域……アメリカ合衆国、中国 

３ 所在地区分の変更 

  従来、所在地区分は「日本」「ヨーロッパ」「北アメリカ」としておりましたが、当連結会計年度より上海呉羽化学有限

公司(中国)を連結の範囲に含めたことに伴い、「日本」「ヨーロッパ」「その他の地域」に変更しております。 

  なお、当連結会計年度の「その他の地域」に含まれている「北アメリカ」の金額は、外部顧客に対する売上高が1,947百

万円、セグメント間の内部売上高又は振替高が15百万円、営業費用が1,177百万円、営業利益が785百万円であります。 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

日本 
(百万円) 

ヨーロッパ
(百万円) 

その他の地域
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高及び営業利益     

売上高     

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

120,137 8,208 2,055 130,400 ― 130,400

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

2,737 75 262 3,075 (3,075) ―

計 122,875 8,283 2,317 133,476 (3,075) 130,400

営業費用 113,717 7,995 1,477 123,190 (3,044) 120,145

営業利益 9,157 287 840 10,285 (30) 10,255



【海外売上高】 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) ヨーロッパ………イギリス、フランス、ドイツ、オランダ、ベルギー 

(2) アジア……………中国 

(3) その他の地域……アメリカ合衆国 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) ヨーロッパ………イギリス、フランス、ドイツ、オランダ、ベルギー 

(2) アジア……………中国 

(3) その他の地域……アメリカ合衆国 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) ヨーロッパ………イギリス、フランス、ドイツ、オランダ、ベルギー 

(2) アジア……………中国 

(3) その他の地域……アメリカ合衆国 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

ヨーロッパ アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 5,934 4,561 1,648 12,145 

Ⅱ 連結売上高(百万円)   60,967 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

9.7 7.5 2.7 19.9 

  

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

ヨーロッパ アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 7,156 4,400 2,036 13,593 

Ⅱ 連結売上高(百万円)   62,141 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

11.5 7.1 3.3 21.9 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

ヨーロッパ アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 13,936 8,960 3,176 26,073 

Ⅱ 連結売上高(百万円)   130,400 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

10.7 6.9 2.4 20.0 



(１株当たり情報) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 484円14銭 １株当たり純資産額 505円60銭 １株当たり純資産額 500円56銭

１株当たり中間純利益 7円40銭 １株当たり中間純利益 8円23銭 １株当たり当期純利益 23円41銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

がないため記載しておりません。 

同左 

  

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

がないため記載しておりません。 

１株当たり中間純利益の算定上の基

礎 

 中間連結損益計算書上の中間純利

益 

1,403百万円 

 普通株式に係る中間純利益 

1,403百万円 

 普通株主に帰属しない金額の内訳 

  該当事項はありません。 

 普通株式の期中平均株式数 

189,617,107株 

１株当たり中間純利益の算定上の基

礎 

 中間連結損益計算書上の中間純利

益 

1,525百万円 

 普通株式に係る中間純利益 

1,525百万円 

 普通株主に帰属しない金額の内訳 

  該当事項はありません。 

 普通株式の期中平均株式数 

185,435,844株 

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎 

連結損益計算書上の当期純利益 

4,467百万円 

普通株式に係る当期純利益 

4,383百万円 

普通株主に帰属しない金額の内訳 

利益処分による役員賞与金 

83百万円 

普通株式の期中平均株式数 

187,278,129株 



(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

特記事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   3,334   3,021 3,436   

２ 受取手形   514   430 435   

３ 売掛金   19,790   17,988 19,284   

４ 有価証券   ―   10 ―   

５ たな卸資産   13,188   12,944 12,790   

６ その他   8,152   9,097 7,972   

７ 貸倒引当金   △25   △31 △29   

流動資産合計     44,953 33.1 43,461 31.3   43,890 32.0

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１ 
※２         

(1) 建物   10,046   10,010 9,926   

(2) 構築物   6,518   6,551 6,316   

(3) 機械及び装置   17,407   17,344 16,149   

(4) 土地   7,329   7,328 7,328   

(5) 建設仮勘定   ―   7,307 7,491   

(6) その他   5,870   1,448 1,452   

有形固定資産合計   47,173   49,991 48,664   

２ 無形固定資産   1,984   1,745 1,930   

３ 投資その他の資産           

(1) 投資有価証券 ※２ 33,444   34,679 33,975   

(2) その他   8,540   9,082 8,834   

(3) 貸倒引当金   △294   △242 △295   

投資その他の資産合計   41,690   43,519 42,514   

固定資産合計     90,848 66.9 95,256 68.7   93,109 68.0

資産合計     135,801 100.0 138,717 100.0   136,999 100.0



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 買掛金   7,359   6,932 7,058   

２ 短期借入金 ※２ 18,198   17,346 16,106   

３ 未払法人税等   360   1,030 1,192   

４ 賞与引当金   943   932 922   

５ 構造改革費用引当金   232   560 ―   

６ その他   7,474   9,273 10,112   

流動負債合計     34,568 25.5 36,074 26.0   35,393 25.8

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金 ※２ 8,539   9,895 7,701   

２ 退職給付引当金   161   172 163   

３ 役員退職慰労引当金   222   269 251   

４ 繰延税金負債   5,327   5,513 5,575   

固定負債合計     14,251 10.5 15,850 11.4   13,691 10.0

負債合計     48,820 36.0 51,924 37.4   49,084 35.8

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     12,460 9.2 12,460 9.0   12,460 9.1

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金   9,701   9,703 9,703   

２ その他資本剰余金   0   0 0   

資本剰余金合計     9,702 7.1 9,703 7.0   9,703 7.1

Ⅲ 利益剰余金           

１ 利益準備金   3,115   3,115 3,115   

２ 任意積立金   40,280   40,280 40,280   

３ 中間(当期)未処分利益   13,711   15,849 15,290   

利益剰余金合計     57,106 42.1 59,244 42.7   58,685 42.8

Ⅳ その他有価証券評価差額金     8,339 6.1 8,549 6.2   8,508 6.2

Ⅴ 自己株式     △627 △0.5 △3,164 △2.3   △1,442 △1.0

資本合計     86,981 64.0 86,793 62.6   87,915 64.2

負債資本合計     135,801 100.0 138,717 100.0   136,999 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     38,164 100.0 39,268 100.0   80,202 100.0

Ⅱ 売上原価     24,168 63.3 25,123 64.0   50,748 63.3

売上総利益     13,996 36.7 14,145 36.0   29,454 36.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費     11,712 30.7 11,407 29.1   23,297 29.0

営業利益     2,283 6.0 2,737 7.0   6,156 7.7

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息   62   54 122   

２ 受取配当金   551   698 1,011   

３ その他   140 753 2.0 158 911 2.3 326 1,460 1.8

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息   143   137 284   

２ その他   392 535 1.4 413 551 1.4 901 1,186 1.5

経常利益     2,501 6.6 3,097 7.9   6,431 8.0

Ⅵ 特別利益           

１ 投資有価証券売却益   715   521 1,447   

２ 固定資産売却益 ※１ ―   122 ―   

３ 貸倒引当金戻入益   ― 715 1.9 15 660 1.7 ― 1,447 1.8

Ⅶ 特別損失           

１ 固定資産除却売却損 ※２ 1,130   564 1,986   

２ 構造改革費用引当金繰入   ―   560 ―   

３ 和解金   ―   282 ―   

４ 投資有価証券等売却損   2   ― ―   

５ 投資有価証券等評価損   20   ― ―   

６ 貸倒引当金繰入   138   ― 142   

７ たな卸資産評価損   ―   ― 117   

８ その他 ※３ ― 1,291 3.4 67 1,474 3.8 90 2,337 2.9

税引前中間(当期)純利益     1,925 5.0 2,282 5.8   5,541 6.9

法人税、住民税 
及び事業税   640   1,125 2,005   

法人税等調整額   264 904 2.4 △387 737 1.9 369 2,374 3.0

中間(当期)純利益     1,020 2.7 1,544 3.9   3,167 3.9

前期繰越利益     12,690 14,304   12,690 

中間配当     ― ―   567 

中間(当期)未処分利益     13,711 15,849   15,290 

            



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及
び評価方法 

(1) 有価証券 
子会社株式及び関連会
社株式 
移動平均法による原
価法 

(1) 有価証券 
子会社株式及び関連会
社株式 
同左 

(1) 有価証券 
子会社株式及び関連会
社株式 
同左 

  その他有価証券 
時価のあるもの 
中間決算日前１ヶ
月の市場価格の平
均に基づく時価法 
(評価差額は全部
資本直入法により
処理し、売却原価
は移動平均法によ
り算定) 
時価のないもの 
移動平均法による
原価法 

その他有価証券 
時価のあるもの 
同左 
  
  
  
  
  
  
  
時価のないもの 
同左 

その他有価証券 
時価のあるもの 
決算日前１ヵ月の
市場価格の平均に
基づく時価法(評
価差額は全部資本
直入法により処理
し、売却原価は移
動平均法により算
定) 
時価のないもの 
同左 

  (2) デリバティブ 
時価法 
但し、金利スワップ取
引等については、原則
として繰延ヘッジ処理
によっておりますが、
特例処理の要件を満た
すものについては、特
例処理によっておりま
す。 

(2) デリバティブ 
時価法 
但し、金利スワップ取
引については、原則と
して繰延ヘッジ処理に
よっておりますが、特
例処理の要件を満たす
ものについては、特例
処理によっておりま
す。 

(2) デリバティブ 
同左 
  

  (3) たな卸資産 
総平均法による原価法 

(3) たな卸資産 
同左 

(3) たな卸資産 
同左 

２ 固定資産の減価償
却の方法 

(1) 有形固定資産 
建物(建物附属設備を
含む) 
定額法 

(1) 有形固定資産 
同左 
  

(1) 有形固定資産 
同左 
  

  上記以外 
定率法 
なお、主な耐用年数は
以下のとおりでありま
す。 
建物 … 15～50年

構築物 … 10～45年

機械及び 
装置 

… ７～15年

その他の 
有形固定 
資産 

… ４～10年

  
  
  

  
  
  

  (2) 無形固定資産 
定額法 
なお、自社利用のソフ
トウェアについては、
社内における利用可能
期間(５年)に基づく定
額法を採用しておりま
す。 

(2) 無形固定資産 
同左 
  

(2) 無形固定資産 
同左 
  



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の

貸倒損失に備えるた

め、一般債権について

は貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に

回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上

しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

従業員賞与の支給に備

えるため、支給見込額

基準により計上してお

ります。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

同左 

  

  (3) 構造改革費用引当金 

塩化ビニル樹脂受託生

産停止に伴う資産処分

の損失見積額を計上し

ております。 

(3) 構造改革費用引当金 

前々期に着手した「物

流最適化プロジェク

ト」推進の結果、自社

及び委託先在庫適正化

に伴う資産処分及び営

業補償に備えるため、

必要額を計上しており

ます。 

(3)   ―――― 

  

  

  (4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間会

計期間末において発生

していると認められる

額を計上しておりま

す。 

過去勤務債務は、その

全額を発生年度に処理

しております。 

数理計算上の差異につ

いては、各事業年度の

発生時の従業員の平均

残存勤務期間による定

額法により、それぞれ

発生の翌事業年度から

費用処理しておりま

す。 

(4) 退職給付引当金 

同左 

(4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の見込

額に基づいて計上して

おります。 

過去勤務債務は、その

全額を発生年度に処理

しております。 

数理計算上の差異につ

いては、各事業年度の

発生時の従業員の平均

残存勤務期間による定

額法により、それぞれ

発生の翌事業年度から

費用処理しておりま

す。 

  (5) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支

出に備えるため、内規

に基づく必要額を計上

しております。 

(5) 役員退職慰労引当金 

同左 

(5) 役員退職慰労引当金 

同左 

４ リース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。 

同左 同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

５ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

原則として、繰延ヘッ

ジ処理によっておりま

す。 

なお、特例処理の要件

を満たしている金利ス

ワップ取引等について

は特例処理によってお

ります。 

(1) ヘッジ会計の方法 

原則として、繰延ヘッ

ジ処理によっておりま

す。 

なお、特例処理の要件

を満たしている金利ス

ワップ取引については

特例処理によっており

ます。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

金利スワップ等 借入金 

ヘッジ手段   ヘッジ対象

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

 金利スワップ  借入金 

ヘッジ手段 ヘッジ対象

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  同左 

  (3) ヘッジ方針 

変動金利の借入債務を

固定金利に変換するこ

とによって、金利上昇

リスクを回避し、調達

コストの低減化を図

り、キャッシュ・フロ

ーを固定化するため、

金利スワップ取引等を

行っております。な

お、当該取引は社内管

理規程に従って行って

おります。 

(3) ヘッジ方針 

変動金利の借入債務を

固定金利に変換するこ

とによって、金利上昇

リスクを回避し、調達

コストの低減化を図

り、キャッシュ・フロ

ーを固定化するため、

金利スワップ取引を行

っております。なお、

当該取引は社内管理規

程に従って行っており

ます。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

  (4) ヘッジ有効性評価の方

法 

ヘッジ対象のキャッシ

ュ・フロー変動の累計

とヘッジ手段のキャッ

シュ・フロー変動の累

計を半期ごとに比較

し、両者の変動額等を

基礎として、ヘッジ有

効性を評価しておりま

す。但し、特例処理に

よっている金利スワッ

プ等については、有効

性の評価を省略してお

ります。 

(4) ヘッジ有効性評価の方

法 

ヘッジ対象のキャッシ

ュ・フロー変動の累計

とヘッジ手段のキャッ

シュ・フロー変動の累

計を半期ごとに比較

し、両者の変動額等を

基礎として、ヘッジ有

効性を評価しておりま

す。但し、特例処理に

よっている金利スワッ

プについては、有効性

の評価を省略しており

ます。 

(4) ヘッジ有効性評価の方

法 

同左 

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

      

消費税等の会計

処理 

税抜方式によっておりま

す。 

なお仮払消費税等と仮受消

費税等は相殺し、相殺後の

未払消費税等は中間貸借対

照表上流動負債の「その

他」に含めて表示しており

ます。 

同左 税抜方式によっておりま

す。 



(会計処理の変更) 

  

  

(表示方法の変更) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号)

を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

――――― 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

――――― 

  

(中間貸借対照表関係) 

 前中間会計期間末において有形固定資産の「その他」

に含めておりました「建設仮勘定」は、資産の総額の

100分の５を超えたため、当中間会計期間末より区分掲

記しております。なお、前中間会計期間末は、有形固定

資産の「その他」に4,469百万円含まれております。 

  (中間損益計算書関係) 

 前中間会計期間において独立科目で掲記しておりまし

た「投資有価証券等売却損」(当中間会計期間13百万円)

と「投資有価証券等評価損」(当中間会計期間０百万円)

は、金額的重要性が減少したため、特別損失の「その

他」に含めて表示することに変更いたしました。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は112,758百万円でありま

す。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は109,835百万円でありま

す。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は109,696百万円でありま

す。 

※２ 担保資産 

  １ 担保提供資産 

建物 7,602百万円

構築物 5,358 〃 

機械及び 
装置 

15,451 〃 

土地 3,579 〃 

投資 
有価証券 

3,979 〃 

計 35,970 〃 

※２ 担保資産 

  １ 担保提供資産 

建物 7,566百万円

構築物 5,704 〃 

機械及び
装置 

15,652 〃 

土地 3,579 〃 

投資 
有価証券 

4,441 〃 

計 36,944 〃 

※２ 担保資産 

  １ 担保提供資産 

建物 7,470百万円

構築物 5,327 〃 

機械及び
装置 

14,374 〃 

土地 3,579 〃 

投資
有価証券 

4,389 〃 

計 35,140 〃 

   上記のうち、工場財団抵当

に供している資産 

建物 7,602百万円

構築物 5,358 〃 

機械及び 
装置 

15,451 〃 

土地 3,579 〃 

計 31,990 〃 

   上記のうち、工場財団抵当

に供している資産 

建物 7,566百万円

構築物 5,704 〃 

機械及び
装置 

15,652 〃 

土地 3,579 〃 

計 32,503 〃 

   上記のうち、工場財団抵当

に供している資産 

建物 7,470百万円

構築物 5,327 〃 

機械及び
装置 

14,374 〃 

土地 3,579 〃 

計 30,751 〃 

  ２ 担保資産に対応する債務 

短期借入金 2,566百万円

長期借入金 6,415 〃 

計 8,982 〃 

  ２ 担保資産に対応する債務 

短期借入金 1,991百万円

長期借入金 5,191 〃 

計 7,183 〃 

  ２ 担保資産に対応する債務 

短期借入金 2,458百万円

長期借入金 5,594 〃 

計 8,053 〃 

   上記のうち、工場財団抵当

に対応する債務 

短期借入金 2,317百万円

長期借入金 5,018 〃 

計 7,335 〃 

   上記のうち、工場財団抵当

に対応する債務 

短期借入金 1,354百万円

長期借入金 3,456 〃 

計 4,810 〃 

   上記のうち、工場財団抵当

に対応する債務 

短期借入金 1,887百万円

長期借入金 4,144 〃 

計 6,031 〃 



  

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

 ３ 偶発債務 

  ①保証債務 

  (イ)金融機関からの借入金に

対する保証 

 ３ 偶発債務 

  ①保証債務 

  (イ)金融機関からの借入金に

対する保証 

 ３ 偶発債務 

  ①保証債務 

  (イ)金融機関からの借入金に

対する保証 

従業員 783百万円

呉羽興産㈱ 660 〃 

クレハ・ヨー 
ロッパB.V. 

324 〃 
(2,365千ユーロ)

上海呉羽化学 
有限公司 

225 〃 

クレハロン・ 
フランスS.A.S. 

150 〃 
(1,100千ユーロ)

クレハロン・ 
ベネルックスN.V. 

104 〃 
(762千ユーロ)

呉羽テクノ 
エンジ㈱ 

100 〃 

クレハロン・ 
シンクレア・ 
パッケージング 
B.V. 

93 〃 
(680千ユーロ)

計 2,440 〃 

従業員 685百万円

クレハ・ヨー 
ロッパB.V. 

213 〃 
(1,572千ユーロ)

上海呉羽化学 
有限公司 

200 〃 

クレハロン・ 
フランスS.A.S. 

164 〃 
(1,210千ユーロ)

クレハロン・ 
ベネルックスN.V.

103 〃 
(760千ユーロ)

計 1,367 〃 

従業員 733百万円 

クレハ・ヨー 
ロッパB.V. 

280 〃 
(2,017千ユーロ)

上海呉羽化学 
有限公司 

190 〃 

呉羽テクノ 
エンジ㈱ 

100 〃 

クレハロン・ 
シンクレア・ 
パッケージング 
B.V. 

94 〃 
(680千ユーロ)

クレハロン・ 
フランスS.A.S. 

87 〃 
(630千ユーロ)

クレハロン・ 
ベネルックスN.V. 

86 〃 
(622千ユーロ)

計 1,572 〃 

  (ロ)長期未払金債務に対する

保証 

  (ロ)長期未払金債務に対する

保証 

  (ロ)長期未払金債務に対する

保証 

呉羽興産㈱ 518百万円 クレハサービス㈱ 504百万円 呉羽興産㈱ 511百万円

  ②経営指導念書等 

  金融機関からの借入金に対す

る差し入れ 

  ②経営指導念書等 

  金融機関からの借入金に対す

る差し入れ 

  ②経営指導念書等 

  金融機関からの借入金に対す

る差し入れ 

クレハロン・ 
インダストリー 
B.V. 

2,041百万円
(14,900千ユーロ)

クレハロン・ 
ユーケーLtd. 

84 〃 
(420千英ポンド)

計 2,125 〃 

クレハロン・ 
インダストリー 
B.V. 

2,353百万円
(17,290千ユーロ)

クレハロン・ 
ユーケーLtd. 

89 〃 
(450千英ポンド)

計 2,443 〃 

クレハロン・ 
インダストリー 
B.V. 

2,694百万円
(19,402千ユーロ)

クレハロン・ 
ユーケーLtd. 

84 〃 
(420千英ポンド)

計 2,779 〃 

  なお、外貨建保証債務は、中

間期末日の為替相場により円

換算しております。 

  なお、外貨建保証債務は、中

間期末日の為替相場により円

換算しております。 

  なお、外貨建保証債務は、決

算日の為替相場により円換算

しております。 

４ 当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント 

４ 当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント 

４ 当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント 

  運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行４行と貸出コ

ミットメント契約を締結し、

この他に取引銀行４行と当座

貸越契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく当中

間会計期間末の借入未実行残

高は次のとおりであります。 

  運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行３行と貸出コ

ミットメント契約を締結し、

この他に取引銀行４行と当座

貸越契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく当中

間会計期間末の借入未実行残

高は次のとおりであります。 

  運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行３行と貸出コ

ミットメント契約を締結し、

この他に取引銀行４行と当座

貸越契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく当事

業年度末の借入未実行残高は

次のとおりであります。 
当座貸越極度額 
及び貸出コミッ 
トメントの総額 

11,900百万円

借入実行残高 6,500 〃 

差引額 5,400 〃 

当座貸越極度額
及び貸出コミッ 
トメントの総額 

11,900百万円

借入実行残高 5,700 〃 

差引額 6,200 〃 

当座貸越極度額 
及び貸出コミッ 
トメントの総額 

11,900百万円

借入実行残高 4,500 〃 

差引額 7,400 〃 



(中間損益計算書関係) 

  

  

次へ 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１   ――――― 

  

※１ 固定資産売却益の内訳 

建物 122百万円

※１   ――――― 

  

※２ 固定資産除却売却損の内訳 

     内訳 

固定資産 
除却損 

1,130百万円

機械及び 
装置 

488〃 

構築物 327〃 

建物 275〃 

その他 38〃 

固定資産売却損 ― 

計 1,130〃 

※２ 固定資産除却売却損の内訳 

     内訳 

     内訳 

固定資産
除却損 

554百万円

機械及び
装置 

335〃

構築物 141〃

建物 62〃

その他 15〃

固定資産売却損 10〃

機械及び
装置 

10〃

計 564〃

※２ 固定資産除却売却損の内訳 

     内訳 

固定資産
除却損 

1,986百万円

機械及び 
装置 

1,022〃 

構築物 471〃 

建物 442〃 

その他 49〃 

固定資産売却損 ― 

計 1,986〃 

※３    ――――― 

  

※３ 特別損失の「その他」の主な

内訳 

   プラスチック添加剤事業に関

連する独占禁止法違反の疑い

に係る対応費用 

弁護士手数料 53百万円

※３ 特別損失の「その他」の主な

内訳 

   プラスチック添加剤事業に関

連する独占禁止法違反の疑い

に係る対応費用 

弁護士手数料 64百万円

旅費交通費 0 〃 

計 65 〃 

 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 2,446百万円

無形固定資産 264 〃 

計 2,711 〃 

 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 2,646百万円

無形固定資産 303 〃 

計 2,949 〃 

 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 5,199百万円

無形固定資産 541 〃 

計 5,740 〃 



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

  

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  

中間期末
残高 
相当額
(百万円)

機械及び装置 81  52  29

車両及び 
運搬具 

126  92  33

工具器具 
及び備品 

709  400  309

ソフトウェア 18  14  3

合計 934  559  375

      

  
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

中間期末
残高 
相当額
(百万円)

機械及び装置 23 14 8

車両及び 
運搬具 

44 23 21

工具器具 
及び備品 

451 262 188

合計 519 301 217

  

取得価額
相当額
(百万円)

  

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  
期末残高
相当額 
(百万円)

機械及び装置 105  62  43

車両及び
運搬具 

72  44  27

工具器具
及び備品 

526  282  244

ソフトウェア 18  16  1

合計 723  407  316

    
なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高の有形

固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。 

同左 なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高の有形固定

資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料

中間期末残高の有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

１年以内 182百万円

１年超 192 〃 

合計 375 〃 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

同左 

１年以内 120百万円

１年超 97 〃 

合計 217 〃 

② 未経過リース料期末残高相当額 

  

なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末

残高の有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定してお

ります。 

１年以内 159百万円

１年超 157 〃 

合計 316 〃 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 111百万円

減価償却費相当額 111 〃 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 80百万円

減価償却費相当額 80 〃 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 210百万円

減価償却費相当額 210 〃 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

  

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年以内 18百万円

１年超 23 〃 

合計 42 〃 

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年以内 14百万円

１年超 10 〃 

合計 24 〃 

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年以内 19百万円

１年超 19 〃 

合計 38 〃 



(有価証券関係) 

(前中間会計期間末)(平成16年９月30日) 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(当中間会計期間末)(平成17年９月30日) 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(前事業年度末)(平成17年３月31日) 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 459円95銭 １株当たり純資産額 472円75銭 １株当たり純資産額 469円43銭

１株当たり中間純利益 5円37銭 １株当たり中間純利益 8円30銭 １株当たり当期純利益 16円52銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

がないため記載しておりません。 

同左 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

がないため記載しておりません。 

１株当たり中間純利益の算定上の基

礎 

 中間損益計算書上の中間純利益 

1,020百万円 

 普通株式に係る中間純利益 

1,020百万円 

 普通株主に帰属しない金額の内訳 

  該当事項はありません。 

 普通株式の期中平均株式数 

189,982,498株 

１株当たり中間純利益の算定上の基

礎 

 中間損益計算書上の中間純利益 

1,544百万円 

 普通株式に係る中間純利益 

1,544百万円 

 普通株主に帰属しない金額の内訳 

  該当事項はありません。 

 普通株式の期中平均株式数 

186,251,155株 

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎 

損益計算書上の当期純利益 

3,167百万円 

普通株式に係る当期純利益 

3,117百万円 

普通株主に帰属しない金額の内訳 

利益処分による役員賞与金 

50百万円 

普通株式の期中平均株式数 

188,703,804株 



(2) 【その他】 

第93期(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の中間配当については、平成17年10月13日開催の取締役会

において、平成17年９月30日最終の株主名簿(実質株主名簿を含む。)に記載または記録された株主または登録質権

者に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。 

① 中間配当金の総額                            734,372,620円 

② １株当たり中間配当金                              4円00銭 

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日                 平成17年12月９日 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1)  
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第92期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月29日 
関東財務局長に提出。 

  
(2) 
  

  
有価証券報告書 
の訂正報告書 

  
平成16年６月29日提出の第91期 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 
有価証券報告書に係る訂正報告書 

    
平成17年６月29日 
関東財務局長に提出。 

  
(3) 
  

  
半期報告書 
の訂正報告書 

  
平成15年12月19日提出の第91期中 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 
半期報告書に係る訂正報告書 

    
平成17年６月29日 
関東財務局長に提出。 

  
(4) 
  

  
半期報告書 
の訂正報告書 

  
平成16年12月22日提出の第92期中 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 
半期報告書に係る訂正報告書 

    
平成17年６月29日 
関東財務局長に提出。 

  
(5) 
  

  
自己株券買付 
状況報告書 

報告期間 
  
自 平成17年３月１日 
至 平成17年３月31日 

  
  
平成17年４月７日 
関東財務局長に提出。 

  
(6) 
  

  
自己株券買付 
状況報告書 

報告期間 
  
自 平成17年４月１日 
至 平成17年４月30日 

  
  
平成17年５月12日 
関東財務局長に提出。 

  
(7) 
  

  
自己株券買付 
状況報告書 

報告期間 
  
自 平成17年５月１日 
至 平成17年５月31日 

  
  
平成17年６月15日 
関東財務局長に提出。 

  
(8) 
  

  
自己株券買付 
状況報告書 

報告期間 
  
自 平成17年６月１日 
至 平成17年６月29日 

  
  
平成17年７月５日 
関東財務局長に提出。 

  
(9) 
  

  
自己株券買付 
状況報告書 

報告期間 
  
自 平成17年７月12日 
至 平成17年７月31日 

  
  
平成17年８月８日 
関東財務局長に提出。 

  
(10) 
  

  
自己株券買付 
状況報告書 

報告期間 
  
自 平成17年８月１日 
至 平成17年８月31日 

  
  
平成17年９月６日 
関東財務局長に提出。 

  
(11) 
  

  
自己株券買付 
状況報告書 

報告期間 
  
自 平成17年９月１日 
至 平成17年９月30日 

  
  
平成17年10月６日 
関東財務局長に提出。 

  
(12) 
  

  
自己株券買付 
状況報告書 

報告期間 
  
自 平成17年10月１日 
至 平成17年10月31日 

  
  
平成17年11月９日 
関東財務局長に提出。 

  
(13) 
  

  
自己株券買付 
状況報告書 

報告期間 
  
自 平成17年11月１日 
至 平成17年11月30日 

  
  
平成17年12月９日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月20日

呉羽化学工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている呉羽化

学工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成16年４月１日か

ら平成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰

余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、呉羽化学工業株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

監 査 法 人 日 本 橋 事 務 所 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  黒  田  克  司  ㊞ 

業務執行社員   公認会計士  千  葉  茂  寛  ㊞ 

業務執行社員   公認会計士  瀨  川  則  之  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月20日

株式会社クレハ 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社クレハ(旧会社名 呉羽化学工業株式会社)の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結

会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中

間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中

間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社クレハ及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は、当中間連結会計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているた

め、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

監 査 法 人 日 本 橋 事 務 所 

代表社員  公認会計士  黒  田  克  司  ㊞ 

業務執行社員  公認会計士  千  葉  茂  寛  ㊞ 

業務執行社員  公認会計士  瀨  川  則  之  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月20日

呉羽化学工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている呉羽化

学工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第92期事業年度の中間会計期間(平成16年４月１日から

平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、呉羽化学工業株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成16年４月

１日から平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

監 査 法 人 日 本 橋 事 務 所 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  黒  田  克  司  ㊞ 

業務執行社員   公認会計士  千  葉  茂  寛  ㊞ 

業務執行社員   公認会計士  瀨  川  則  之  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月20日

株式会社クレハ 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社クレハ(旧会社名 呉羽化学工業株式会社)の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第93期事業年度の中間会

計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計

算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中

間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社クレハの平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

監 査 法 人 日 本 橋 事 務 所 

代表社員  公認会計士  黒  田  克  司  ㊞ 

業務執行社員  公認会計士  千  葉  茂  寛  ㊞ 

業務執行社員  公認会計士  瀨  川  則  之  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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